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1. コメの需給動向
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１．コメの需給動向 ～一人当たり消費・需要動向

一人当たりの年間コメ消費量 コメ需要量の推移

食生活の多様化が進む中、国民一人当たりの年間コメ消費量は62年をピークに減少が続いており、15年にはピーク時の半分以下の
水準まで減少しています。これに伴ってコメの需要量も減少しており、15年の需要量は9百万トン弱となっています。

出所：農林水産省｢食糧需給表｣を基に弊行作成
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１．コメの需給動向 ～生産動向

稲の作付面積 生産量

政府はコメの過剰生産による米価の下落を防ぐため、69年に主食用米の作付制限や転作奨励等による減反を開始し、その後、需要
の減少ペースに合わせて作付面積を縮小してきました。この結果、生産量も減少傾向が続いています。

出所：農林水産省｢作物統計｣を基に弊行作成
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１．コメの需給動向 ～価格動向

主食用米の民間在庫量(6月時点)

コメの価格(全農の卸売価格)は 民間在庫量の減少時に上昇する傾向があります。足元をみれば、在庫の減少に加えて業務用米の
不足(P14参照)等もあり、価格が上昇しています。

出所：農林水産省｢米をめぐる関係資料｣を基に弊行作成 出所：農林水産省｢米の相対取引価格（出荷業者）｣を基に弊行作成
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２. 米穀卸売業界の現況
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２．米穀卸売業界の現況～流通構造

コメの流通(自家消費･加工用を除く)は、米穀卸売事業者(以下、米卸)経由と、生産者から消費者への直売に大別されます。
米卸は生産者・地域農協(以下､ＪＡ)・全農(全国農業協同組合連合会)等から玄米を仕入れ、精米を行って小売・外食事業者宛に販売
しています。

出所：農林水産省資料を基に弊行作成
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14年産米経路別流通量（単位：万トン）
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２．米穀卸売業界の現況～業界構造

年間取扱量別事業者数(16/5月時点)

米穀卸売業界では、需要縮小に伴う事業者数の減少が続いているものの、現在でも200社超が存在しています。上位企業による寡占
化は進んでおらず、シェア上位10社の販売数量を合算しても全体の4割弱に止まっています。

No. 企業名 決算期
売上高
(億円)

1 （株）神明 16/3 1,235

2 木徳神糧（株） 16/12 1,028

3 大和産業（株） 16/3 858

4 全農パールライス（株） 16/3 850

5 （株）むらせ 16/9 417

米穀卸売業上位5社の売上高

出所：東京商工リサーチ及び各社HPを基に弊行作成

出所：農林水産省資料を基に弊行作成

販売数量シェア（14年産）
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※米卸間の取引を含む

販売数量 シェア

上位3社 106万トン 18％

上位10社 197万トン 35％

全国 568万トン 100％

※売上高には米穀販売の他、食料品や飼料販売等を含む。
なお、神明は連結売上高で記載。

出所：農林水産省資料を基に弊行作成
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２．米穀卸売業界の現況～収益性

近年の米卸の仕入量は安定的に確保できているものの、収益力は小売業者等のバイイングパワーが強くなっていることや小体卸事
業者による安価販売の常態化等から低収益体質となっています。

9

米穀卸売事業の収益性 規模別精米工場稼働率(14年)

経常損益の黒字先･赤字先比率(14年)

出所：米穀安定供給確保支援機構｢米卸売業者の経営概況｣を基に弊行作成
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3. 農業改革の概要と業界への影響
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３．農業改革の概要と業界への影響～米卸への影響

11

農業改革の方向性

【生産者・ＪＡ】実需者・消費者宛直販拡大

【全農】委託販売から買取販売へ転換

米卸への影響 (想定)

生産者・ＪＡ・全農からの調達難･取扱量減少
による精米･物流効率の低下

農業改革では、生産者・ＪＡの実需者･消費者宛直販強化、全農による直販・買取販売の拡大、米卸等中間流通事業者の抜本的合理
化等により、生産者の所得向上を図っていくことが示されました。

このため、米卸は、仕入・販売両面での競合激化にさらされるほか、仕入量減少による精米･物流効率の低下、特定契約増加による
手数料収入の低下等により、採算が悪化する可能性があるとみられます。

【米卸】抜本的合理化推進

【全農】実需者・消費者宛直販強化(特定契約<*>含
む)及び販売する米卸事業者数の絞込み

仕入面

生産者の所得向上を展望

特定契約増加による利鞘の低下

(価格変動リスクを負う)全農からの仕入価格上
昇

仕入量減少に伴う販売量減少

販売面

米卸の採算悪化

新規仕入先獲得競争激化による仕入価格上昇

<*>JA､全農､米卸､実需者の4社間で事前に数量･金額等を取
決めて行う契約のこと｡

生産者･JA･全農・同業他社との販売先獲得
競争激化による価格低下
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３．農業改革の概要と業界への影響～米卸に求められる施策

12

米卸は、①新規仕入先・販売先の獲得･囲い込みのほか、②大規模化の推進による精米･物流効率の改善、③全農から「パートナー
卸」として認められるだけの卸機能の発揮、等が求められ、これら施策を実行に当っては、同業者間や販売先･仕入先とのアライアン
スによる補完も選択肢の一つとみられています。
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大
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ご参考資料
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(ご参考資料)業務用米の供給不足と価格上昇

16年産主食用米の価格帯別需給状況 新潟産コシヒカリと低価格米の価格推移

コメの需要は新潟県産コシヒカリ等の高価格ブランド米を含む家庭向けと、主に外食や弁当・惣菜に用いられる低価格の業務用に大
別されます。中食市場の拡大に伴って業務用米の需要が拡大している一方、農家は家庭用ブランド米の生産に力を入れているため
需給のミスマッチが発生、足元でコメの価格が上昇しています。

出所：農林水産省｢米をめぐる状況について｣を基に弊行作成 出所：農林水産省資料を基に弊行作成
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（１）担い手への農地集積等による競争力強化

（２）農商工連携等による6次産業化の推進

（３）農林水産物・食品の輸出促進による需要拡大

（４）新技術による農林水産物の高機能化、

生産流通システムの高度化

（５）林業・水産業の成長産業化

(ご参考資料)農業改革の概要① ～日本再興戦略における位置付け

農業改革の方向性

政府は、13/6月に策定した『日本再興戦略 JAPAN is BACK』の中で、農林水産業を成長産業にすることを主要施策の一つに掲げて
います。農業改革が進められる中、『日本再興戦略2016』では、生産者に有利な条件での安定取引を実現する目的で、米卸を含めた
流通構造改革を進めることが打ち出されました。

出所：内閣府、農林水産省資料を基に弊行作成
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「日本再興戦略 JAPAN is BACK」（13/6月）

～農林水産業を成長産業にする～
「日本再興戦略 2016」（16/6月）

～攻めの農林水産業の展開と輸出力の強化～

（３）世界の食市場を取り込むための輸出力の強化

（４）林業の成長産業化

（５）水産業の成長産業化

（１）経営体の育成等による生産現場の強化

（２）6次産業化の推進等によるバリューチェーンの連結

①生産者に有利な流通・加工構造の実現

⇒「農業競争力強化プログラム｣の策定へ

①生乳の生産・流通構造の改革

②6次産業化の推進

③ブランド力を発揮するための環境整備等

④東京オリンピックに向けた対応準備

農林水産業を成長産業にするとともに、農業者
所得の向上を図る

目的

施策

施策
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16/11月には与党自民党が『農業競争力強化プログラム』を決定、具体策として、米卸の抜本的な合理化の推進や農産物流通の中核を
担ってきた全農（全国農業協同組合連合会）の改革等が打ち出されました。

農業競争力強化プログラム

（1） 生産者に有利な流通・加工構造の確立

生産者・団体から実需者・消費者への直接販売の拡大を推進

中間流通事業者(米卸等)の抜本的な合理化を推進

国の責務、業界再編に向けた推進手法を明記した法律を制備

⇒「農業競争力強化支援法｣による法整備へ

（2）全農の農産物の売り方

①農産物の販売体制強化

実需者・消費者への直接販売を基本とする

販売ルートを確立している流通関連企業への出資等を推進

委託販売から買取販売へ転換

②輸出について商社等と連携した販売体制の構築

⇒「農林水産業・地域の活力創造プラン｣へ

出所：内閣府、農林水産省資料を基に弊行作成

（1）生産資材価格の見直し

（2）流通・加工の構造改革

（3）人材力の強化

（4）戦略的輸出体制の整備

（5）原料原産地表示の導入

（6）チェックオフの導入

（7）収入保険制度の導入

（8）土地改良制度の見直し

（9）農村の就業構造の改善

（10）飼料用米の推進

（11）肉用牛・酪農の生産基盤強化

（12）配合飼料価格安定制度の安定運営

（13）生乳の改革

16

米卸関連施策

(ご参考資料)農業改革の概要② ～農業競争力強化プログラム
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農業競争力強化支援法

出所：内閣府、農林水産省資料を基に弊行作成
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（１）国が講ずべき施策

① 農業生産関連事業の環境整備

規制・規格の見直し

良質低廉な農業資材開発の促進

農産物の消費者への直販促進

② 事業再編・事業参入の促進

③ 農業者への情報提供

④ 定期的な政策の検討

（２）事業再編及び事業参入を促進するための措置

目的

農業の持続的な発展を図るため、「良質かつ低廉な農業
資材の供給」及び｢農産物流通等の合理化｣の実現を図る

施策

全農の農林水産業・地域の活力創造プラン (米穀)

（１）実需者宛直販拡大 (16年度直販割合4割→24年度9割)

（２）買取販売拡大 (16年度買取割合1割→24年度7割)

（３）輸出拡大

目標

施策

（１）推進体制の整備

（２）得意先リスト作成・販売推進

米を大量に使用する実需者に担当者を配置、販売強化

販路を確立している米卸事業者も活用

（３）実需者・米卸事業者との連携強化(出資･業務提携推進)

（４）直販関連インフラ整備(新設･統廃合、資本･業務提携)

（５）産地への販売情報フィードバックと安定的取引の拡大

（６）生産戦略(産地づくり)

輸出用産地(低コスト多収栽培)の育成

出所：全農｢農林水産業・地域の活力創造プラン｣を基に弊行作成

農業競争力強化支援法には、 農家及びＪＡによる消費者宛直販促進が明示された他、米卸等が流通合理化に資する事業再編を進め
た場合の支援措置(借入保証や貸付)が織り込まれました。全農の農林水産業・地域の活力創造プランでは、小売･外食宛直販拡大やＪＡ
等からの買取拡大が打ち出されています。

(ご参考資料)農業改革の概要③ ～強化支援法と全農の米穀関連プラン


